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1 要約

1.1　問い

各投票区の有権者数を議員の定数
で除した値を「一票の重み」とする。たとえば1980年の総選挙では一票の重みが8～10万未満の選挙区が8つあった。それに対し、30万票以上の選挙区が2つあった。各地域の当選者の得票数を平均すると、前者の地域に比べ、後者の地域の方が、多くの国民に選ばれて国会に送り出されることとなる。有権者の側の視点で見れば、前者の地域の方が、後者の地域に比べ、自分の一票が、議員の当落に与える影響力が大きいことになる。このような「一票の重み」は地域によって数倍の開きがあることが分かる。

1980年の衆議院選挙の投票区単位で、投票率をY軸に、この「一票の重み」をX軸に散布図を描くと、負の相関があることが分かる。相関係数は－0.639である。一票の重みが軽い地域は投票率が低く、一票の重みが重い地域は投票率が高いことが分かる。この現象を1976年～1983年の4回の衆議院選挙のデータを用い解明するのが、この論文の問いである。

投票率は次の3点において重大な問題である。1）民主主義における政治参加の根幹であり、投票率が下がれば、制度そのものの存在意義に関わる。また2）投票率が特定の社会的属性（社会階層・地域・年齢等）に偏れば、特定集団の利害が国政に反映されやすくなる。さらに3）投票率が各党の得票率・議席獲得数に影響をするのではないかという議論もされている。

このような重要な研究にもかかわらず、十分に、投票率について解明が進んでいない。この研究はデータの制約の範囲で、可能な限り投票率の説明を試みている。

1.2　仮説

「なぜ一票の重みが軽い地域は投票率が低く、一票の重みが重い地域は投票率が高いのか」この現象を説明する仮説を構築するために国内外の研究で用いられている投票率を説明する要因を一覧としてまとめ、これをもとに6つの仮説を構築している。ベースとなっているのはダウンズらに代表される合理的選択モデルである。選挙結果に自分の投票結果が影響を与えるという主観的確率をPとし、主観的確率の決まり方のメカニズムを仮説として提案している。

6つの仮説のうち、4つは投票率と一票の重みは直接ないし、間接的な効果はなく問いで紹介した相関関係が見えるのは、単に他の変数による疑似相関のためだと考える仮説である。たとえば一票の格差が小さいのは、急激に人口が増加した地域である。一票の格差が投票率に影響したのではなく、この急激な人口増加に関連する他の変数の影響で投票率が下がったと考えるのが、疑似相関説である。1）1980年前後、急激に人口増加をもたらしたのは都市である。一票の重みが、投票率に影響を与えているのではなく、都市度が投票率を下げている。そして一票の重みが低い地域と都市が、この時期は一致したので一票の格差が投票率に影響したかのように擬似的に見えたのだというのが、「都市説」である。その他、2）急激に人口が増加した地域は、若年層人口が多いため、投票率が低いという年齢説、3）居住年数が長いと人的・組織的つながりが強くなりネットワークを通じての投票への働きかけが多くなる。しかし人口が急激に増加した地域は、ネットワークが形成されていないので、投票率が低いという居住年数説、4）人口増加地域は、農家が少なく、農家・自営業者の投票率は高い。しかたがって人口増加地域である一票の重みが小さい地域は投票率が低いという産業説が上げられている。

一票の重みが投票率の直接または間接の原因だとする説が2つ構築されている。5）一票の重みが軽いと、選挙に参加する市民の立場から見て、ひとり一人が選挙結果に与える影響力が相対的に小さい。そのため選挙に参加する意欲が減退するというのが、参加意欲説である。6）運動する側・候補者の視点から見ると、選挙に使える資源（人的・経済的）は限りがある。一票の重みが軽く、議員定数あたりの有権者数が多い地域では、ひとり一人にかけられる資源が少ない。したがって動員が困難で、投票率が低い。これが資源動員説である。

1.3　検証

1976年～1983年の7年間に行われた4回の衆議院選挙のデータを用いている。分析単位は選挙区である。すなわちそれぞれの選挙で、どのような選挙区は投票率が高かったのか、または低かったのかを分析している。仮説の章で考察したように複数の要因が投票率に影響を与えている可能性が考えられる。どの要因が影響を与えているか明らかにするために、重回帰分析を行う。既存の研究で有力と言われている変数と今研究での仮説に関わる変数をデータの制約の許す限り、投入し、投票率の分散を説明している。

ここで用いた分析モデルは、4回の選挙のデータすべてにおいて、適合的であり仮説検証にふさわしい。また理論的推理と残差分析から極めて重要な変数の欠落はないと結論付けている（注：犯人は、この中にいる！～これはレポートには書かない！）。多重共線性を引き起こしているという証拠も得られなかった（注：この分析で、犯人がわかる！～これもレポートには書かない！）。

4回の選挙いずれにおいても、投票率に影響を与えているのは「一票の重み」・「接戦度」・「都市度」であった。

1.4　結論

従来の説で提唱されていた居住年数説（ネットワーク説）や産業説（農民特性説）は否定され、都市度や接戦度の影響力を除いてもなお、一票の格差が投票率に影響を与えていることが分かった。合理的選択モデルの説明力の高さを主張している。

今後の課題として、本稿の範囲内での精緻化・再吟味の他に、選挙区単位ではなく個人レベルでの分析の必要性、時系列の変動の説明、投票率が各党の得票率に及ぼす影響の解明、そして合理的選択モデル以外の代替モデルの検討の必要性を提案している。

2　コメント

2.1　素晴らしい点

3点指摘したい。第一に分析結果の意外性である。一票の格差という制度的欠陥が、我々が自覚しないままに、我々の行動に影響を及ぼしているという結論は、大変興味深い。一票の格差は単に、不平等というだけではなく、投票行動に影響をあたえ、それが選挙結果に影響を及ぼしている可能性すらあるのだ。この発想はなかなか思い浮かばない。

第二に分析の時代的・社会的意義である。この論文の発表後、リクルート事件が起き、その後の総選挙で当選者たちは「みそぎ」という言葉を頻繁に使用した。汚職にまみれたが、その後選挙で国民に再び支持されたので、きれいなカラダにもどったという意味である。これらの候補者の中には、一票の重みの重い地域から選出されていることが少なくない。すなわち比較的少数の国民によって選ばれていること、そして地域に利益誘導しやすい制度のもとでの選挙結果ではないのか。選挙制度そのものが、はじめから彼らに有利ではなかったのか。（当時、友人と、この論文を読み、大変考えさせられた記憶が今も鮮明に残っている。～注：このような感想もレポートには書いてはいけない！）この制度上の欠陥は、現在の小選挙区制度以降、さらに深刻になっていると思われる。

第三に国内外の既存の研究を網羅的に文献調査し、明瞭に一覧にまとめている点である。既存の研究に対し、この研究の意義が明確であるばかりでなく、今後の研究者に多いに参考になる。

2.2　改善すべき点

このような投稿論文は枚数制限がある。そのため執筆できなかったということが考えられるが、いくつか説明不足を指摘したい。もっとも気になるのが仮説のプロセスが明確ではない点である。一票の格差という制度が人々にどのように認知・評価され、行動に結びつくのかは、詳細に議論されてしかるべき所であろう。

また社会的意義に関して、具体的に時代に即して論じてもよいのではないだろうか。　大変興味深い結果だけに、もっと時代的な意味を論じて欲しかった。

現在、さらに研究を進めるのであれば、時代的な変化、地域的な相違に注目したい。一票の格差が個人の投票行動に影響を与えている過程には、宮野が指摘しているように政治的有効性感覚が関係しているのだろう。政治的有効性感覚は、一般に内的、外的といった分類がなされているが、私は投票行動を説明するにあたって、国政レベルの有効性感覚と有権者の所属する選挙区レベルでの有効性感覚に分けて論じたい。

一票の重みが重く、資源動員がしやすい地域では、後者の感覚が、投票行動に大きな影響力を持ち、それに対し、一票の重みが軽い地域では、国政レベルの有効性感覚が投票行動に影響を与えているのではないだろうかという新しい仮説を提案したい。この提案の新しい点は、一票の格差が単に投票行動に影響を与えるのではなく、一票の格差によって地域によって投票行動に影響を与える変数が異なるという点である。すなわち「何を争点として選挙に行くか」が一票の格差に影響されるのではないかという仮説である。

また宮野（1993）で合理的選択モデルに代わる案として「まつり説」を提案している。近年、選挙報道が変わりつつある。スポーツ中継の合間に、行われることもしばしばある。「選挙結果」にどれほど一票が影響を与えうるのかを考え、投票に行くのではなく、人々は選挙という「まつり」を楽しむために投票に行っているのではないか。　「参加」した方が選挙報道をより楽しめるため、投票に行くのではないかという仮説である。

私は、この説の説明力が増してきていると考えている。反面、郡部ではいまだに地域の利益誘導型の政治的有効性感覚の説明力が高いと考える。したがって郡部－都市部で有力な説が異なるのではないかというのが、第二の私の仮説である。

このように部分によって有力な変数が異なるという仮定を導入した分析方法が開発されており、階層線形モデルと呼ばれている（小宮山 2000参照）。階層線形モデルを導入した決定的実験を提案したい。

国政レベル－地域レベルの政治的有効性感覚を計測する集合データは残念ながら存在しない。したがってこの研究のためにはミクロレベルで調査を実施する必要がある。そして宮野の提案した一票の重み・接戦度・候補者数・雨量・都市度・居住年数・職業・年齢といった変数の他に、国政レベル－地域レベルの政治的有効性感覚、ならびにメディアの接触頻度を加えることを提案する。このような調査のもと、線形階層モデルを用いた分析を行えば、小宮山説が正しければ郡部では、地方レベルの政治的有効性感覚、都市部では国政レベルの有効性感覚やメディア接触頻度が投票行動に影響を与えていることが予想される（表1）。宮野説が正しければ、地域による差はないことが予想される。また選挙ごとの結果を比較した場合、近年に近づくにつれ、メディアの効果が大きくなることが予想される（表1）。

表 1：宮野モデルと小宮山モデルとの真理表

	　決定的実験
	宮野一票の格差モデル
	小宮山地域格差モデル

	階層線形モデルを用いた地域的な変化に関するミクロレベルの分析
	地域差なし
	地域差あり（郡部では、地方レベルの政治的有効性感覚が、都市部では国政レベルの有効性感覚や、メディアの接触率が投票に影響を与えている）

	時代による影響を与える変数の推移
	変化なし
	現在に近づくほど、メディアの接触頻度の効果が高まって来ている
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